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１．はじめに(総括) 
オープンイノベーションによる成果 

今年度も TIA のオープンイノベーション拠点を活用した様々な産学官連携の取り組みがあり、事業化、産業

化に向けた橋渡しの活動として、具体的な製品化、市場開拓に向けた様々な支援活動が行われた。 

ナノエレクトロニクスでは、「原子スイッチ」をプログラムデバイスとした FPGA デバイスの社会実装を目指したコンソ

ーシアム活動として、様々な応用技術を紹介する公開シンポジウムを Web で開催し、橋渡し支援を行った。AI

チップ設計開発拠点では、共通技術の開発を進め、技術交流のフォーラム、セミナーを開催し、中小・ベンチャー

への支援を行った。シリコンフォトニクス分野では、マルチプロジェクトウエハ試作のファブ事業において、ユーザーが９

から 11 に増え、試作製造期間が４から 2.5 か月に短縮され、運用体制の整備が進展した。 

パワーエレクトロニクスでは、４インチ SiC ラインでは量産技術開発から研究開発に重点をシフトさせ、スーパー

ジャンクションの開発試作、および、GaN デバイスの試作を実施した。６インチ SiC ラインは、産総研と企業 2 社

の共同開発テーマおよび企業単独テーマに取り組み、新規プロセス要素技術の確立に向け試作を進めた。超電

導でのオープンイノベーションを目指すコンソーシアム ASCOT について、超電導航空機応用に関する NEDO 先

導研究プログラムの実施、MgB2 線材のマグネット応用検討タスクフォースの発足、５件のセミナー開催、国際超

伝導シンポジウム ISS2020 の Web と会場のハイブリッド開催など、活動を拡大している。CNT では、CNT アラ

イアンスコンソーシアムの CNT 複合材料研究拠点 TACC において、熱や衝撃に強い CNT/PEEK 樹脂複合材

の開発成果をプレスリリースし、上市にむけた製品開発を進めた。 

フィージビリティスタディの仕組みである TIA連携プログラム探索推進事業(以下「かけはし」)に東北大が参画し、

ナノエレクトロニクス、材料の分野を中心に 4 件の代表テーマ、9 件の参画テーマが採択され、連携探索の活動

領域が広がった。 

 

連携形成の仕組み「かけはし」の充実 

５年目となる「かけはし」では、申請のあった 64 課題より 52 件を審査により選び、例年と同様に多様な分野

の研究課題が採択された。昨年に引き続き、企業提案テーマによる「かけはし」研究課題の取り組みを進め、運

営諮問会議メンバー企業と TIA 研究者の連携が促進された。 

昨年度の「かけはし」研究成果については、成果報告会を 7 月 29 日に Webex ツールを用いて開催し、初め

てのオンライン開催にもかかわらず 160 名を超える参加者を得た。残念ながら、コロナウイルス感染対策の影響で

研究交流のためのシンポジウム、研究会などの交流活動は低調であった。調査研究については、コロナの影響に

より進捗が遅れた事例があったが、おおむね順調に進めていただいた。 



 

 

 

企業との連携の深化とオープンイノベーションの取り組み発展 

運営諮問会議について、産業界と TIA における様々ン取り組みに関する意見交換を行う場として、位置づけ

ており、10 月、2 月の 2 回開催した。とりわけ、重要案件(ビジョン策定、「かけはし」など)に関する意見の取りまと

めが行われた。 

事務局常設チームである、「連携企画」チームと「広報」チームは、緊密な連携協調の下に業務の推進に当た

っている。連携企画チームではTIA第3期ビジョンの策定、「かけはし」事業の推進を中心として、広報チームでは

TIA の各種イベント（コロナ感染対策のため Web オンライン開催）の企画・運営を中心として、活動を行った。 

 

オープンプラットフォーム(MG 活動、研究施設・設備)の進展 

ナノエレクトロニクス MG では、これまで TIA 拠点活用プロジェクトのイノベーションプラットフォームとしての活動が

中心であったが、連携研究テーマの設定・実施、大型プロジェクトの企画運営、社会課題に対するソリューション

提案など、能動的な組織への改革を検討するとともに、拠点活用プロジェクトからの研究成果についての橋渡し

支援活動として、原子スイッチFPGA技術のコンソーシアム活動にも取り組んだ。また、若手研究者のネットワーキ

ングと将来ビジョンを議論する TIA-EXA の活動として、3 回の Web セミナーを開催した。 

パワーエレクトロニクスにおいては、4インチSiCラインを研究開発ファウンドリーとしての運用にシフトさせ、GaNプ

ロセス設備の追加整備により GaN デバイス試作も可能となっている。6 インチ SiC ラインは、プロセスの最適化に

より各種デバイスのレシピが完成し、サンプル提供用として着実に運用されている。MEMS において、MNOIC 事

業(試作評価ラインの共用施設運用)に関する技術領域の拡大、他施設との連携強化を図り、増加する外部

利用ニーズへの対応を進めた。ナノグリーンでは、GREEN 施設の蓄電プラットフォームの外部利用を推進し、産

業界 5 機関、大学 16 機関の利用があった。 

プラットフォームの基盤機能である大型設備、先端計測機器等の共用施設について、東北大が加わった中核

６機関による運営体制が強化され、TIA 共用施設データベースも東北大を組み込んで内容を充実させた。こう

したワンストップサービスにつながる活動をベースに、ユーザニーズの把握にも注力することで、利用件数は順調に

伸びてきている。 

人材育成について、サマースクールは、5 コースが開催され、395 人の参加があった。残念ながら 3 コースは、見

送りとなった。Nanotech CUPAL は昨年度からの自主事業体制の下で人材育成コース 6 名を実施し、研修コ

ースについてはコロナ対応の影響で一部のみを開設した。 

 

本報告書では、以下に第2章 TIA運営に関して、第3章 マネージメントグループの活動状況について各々詳



 

 

細に報告する。また第 4 章 モニタリング指標では、今年度の研究費等の実績および参考として第２期からの５年

間の推移を示す。 

 

 



 

 

２．TIA 運営に関して 
 

TIA の運営においては、運営最高会議において主たる意思決定を行う。また、TIA 規約にある通り、運営諮問

会議は、最高会議から付託された事項について検討し、企画立案及び全体調整を行い、拠点形成に係る運営と

産業界との調整を行う。TIA 事務局は主に企画、連携調整と広報活動を担う。運営最高会議については、年度

最終回の会議のみ構成員(各機関長)が参加し、それ以外の会議においては構成員代理(各中核機関の担当

理事および経団連産業技術本部長)による参加によって実施されている。一方で、運営諮問会議に関して、「かけ

はし」事業を含む連携研究開発活動に関連した連携ネットワーク拡大も念頭に置き、産業界の意見を伺う機会も

増加している。今年度の両会議の活動について以下のとおり報告する。 

 
２．１． 運営最高会議・運営諮問会議 

(１)運営最高会議 

TIA 運営最高会議は、近年は年 3 回の開催が行われている。年度末の構成員による審議および、前の 2

回は構成員代理の参加という体制で開催されている。新たな取り組みと連携の拡大等の経営判断について迅

速な意思決定を行うべく取り組んでいる。 

以下に各会議において審議(承認・可決)を行った主な項目と、構成員による議論によって運営の枠組みを

検討した項目を示す。 

 

第 1５回運営最高会議 (2020 年 9 月９日、Webex を用いた Web 会議) 

 2019 年度決算及び会計監査報告について 

 TIAの会費等に関する内規の一部改正及びTIAの会費に関する内規に係る覚書の制定について 

 2020 年度予算計画の変更について 

 TIA 拠点活用プロジェクト等の認定等について 

 2020 年度 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」採択テーマについて 

 201９年度 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」成果について 

 TIA Vision 2020-2024 の改定について 

 TIA 運営最高会議構成員および同構成員代理者の指名等について 

 サマー・オープン・フェスティバル 2020 について 

 nano tech 2021 について 

第 1６回運営最高会議(2020 年 1２月 15 日、Webex を用いた Web 会議) 



 

 

 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」2021 年度の取り組み(案)について 

 第５回 TIA 運営諮問会議  開催報告 

 第 12 回 TIA シンポジウム 開催報告 

第 17 回運営最高会議(2021 年 3 月 2２日、Webex を用いた Web 会議) 

 2020 年度 TIA 事業報告書(案)について 

 2010 年度予算計画(案)について 

 TIA 拠点活用プロジェクトの認定について 

 第６回 TIA 運営諮問会議  開催報告 

 TIA 半導体（IoT/AI デバイス）戦略に関して 

 

(２)運営諮問会議 

今年度は２回の開催であり、コロナの影響を受けて 2 度とも Web 会議による開催であった。運営諮問会議

に対してTIA活動についての重要案件(ビジョン策定、「かけはし」など)の報告を行い、TIAの運営についての状

況の共有に努めた。「かけはし」について、構成員企業でこれまで提案をしていない企業を中心に、Web 会議を

用いて、進捗状況、主な成果について口頭及び資料での報告を行うとともに、「かけはし」への参加(企業からの

テーマ提案)を依頼するなどして、諮問体制を補強した。また、各マネージメントグループから今年度の活動報告

を行い、TIA での活動に対する認識を高めた。 

 

第５回運営諮問会議 (2020 年 10 月 28 日、Webex を用いた Web 会議) 

 TIA ビジョンについて 

 運営諮問会議の進め方について 

 2019 年度 TIA 事業報告について  

 2019 年度「かけはし」成果について 

 2020 年度「かけはし」採択テーマについて  

 TIA 運営最高会議構成員及び同構成員代理の指名等について  

第６回運営諮問会議 (2021 年２月 17 日、Webex を用いた Web 会議) 

 2020 年度各 MG 活動報告について 

 TIA 半導体(IoT/AI デバイス)戦略に関して 
 



 

 

２．２． 事務局機能 

TIA 事務局としては、現在「連携企画」および「広報」の２つの事務局常設チームによる取り組みが行われて

いる。相互に連携して活動を担う体制により実施されている。今年度はコロナ禍の下、主に Web を用いた会議

等を行い、緊密な意思の疎通を目指した。 

連携企画チームでは「かけはし」において TIA のパートナー企業と連携した研究課題を充実させる取り組みを

強化するとともに、より強固な連携を進展させて「かけはし」のトップダウン型の研究課題設定につながるような仕

組みを構築した。また広報チームと連携して、「かけはし」研究会等の活動を TIA メールニュース、各種イベント

で紹介し、さらに動画サイトなど広報ツールを用いた周知を進めるなどのプロモーション活動を行った。 

広報チームについては動画サイト(YouTube)に講演の模様や TIA 関連動画を公開し、SNS(Facebook)

および TIA メールニュースによる情報発信を試みた。一方、2020 年度はコロナ禍の状況にあったため、2020

年 7 月かけはし成果報告会を Web で開催し、代表的な研究テーマ５件の講演と共にポスターを Web 上で

展開した。企業や公的機関、大学などから 160 名を超える方々に参加いただき、盛況のうちに終了した。また

講演資料や講演動画を TIA ホームページに公開した。さらに、第 12 回 TIA シンポジウムを 2020 年 11 月に

司会進行をライブで行いながら収録映像を配信する方法で開催した。プログラムは、吉野彰氏(ノーベル化学

賞受賞者・産総研ゼロエミッション国際共同研究センター長)と東議長の対談、TIA と関係の深い大野英男

氏(東北大学総長)、飯島澄男氏(名城大学終身教授)のプロフェッショナルからの知見、産学官によるパネル

討論会(NEDO、JST、NEC、東北大学)を配信した。一方で、nano tech2021 については、コロナ感染者

増加の中で会場側の日程が前倒し変更され、12 月開催となったため、協議の結果、参加を見送ることとなっ

た。 

国際連携については、海外からの人材を受け入れるプログラムを引き続き開催するとともに、TIA 設立以来

取り組んでいる ANF、INS の活動を行っている。2020 年度は世界的なコロナ禍もあり、Web を使った活動が

主であった。 

今年度のような Web を用いた取り組みが TIA の機関数が増え、活動地域が広がる中では有効な取り組み

と考えられる。今後はつくばにとどまらず、広く活動が求められるので、それにふさわしいインフラを準備し、活動の

積極化を図っていきたい。 

以下の各機能の取組みについて報告する。 

 

(１)連携企画 

総括(方針/推進体制/課題) 
中核６機関による新たな連携推進や事務局機能の強化等に向けて、TIA の中核６機関より連携企画チ



 

 

ームメンバーを選定し、隔週 1 回程度の合同会議を行っている。2020 年度は TIA 次期ビジョン策定のため、
メンバーを拡大して、約 30 回、Web を使用して開催した。 

 
1) TIA 第 3 期ビジョン 
2020 年度から始まる TIA 第 3 期に向け、TIA ビジョン 2020-2024 を決定したが、東北大参画に関し

て、一部の改訂作業を行った。 
2) 連携推進「かけはし」事業 
2016 年度より開始した TIA の中核６機関による共同事業、TIA 連携プログラム探索推進事業「かけは

し」(以下「かけはし」事業)は、TIA 中核６機関が連携した活動を促進させるため、連携共同研究や共同事
業などの立ち上げの初期段階を想定した調査研究を支援する事業である。2018 年度からは企業のニーズに
基づいた課題を、TIA 関連企業から提案を受け、TIA 中核 6 機関が連携してとりくむ「企業提案型課題」の
募集も開始した。2020 年度は 3 社からの企業提案を含め 71 件の応募があり、５月下旬に開催した 2 次
審査会で 52 件の採択テーマを決定した。新規課題 38 件、継続課題 14 件の調査研究を実施した。 

3) 広報チームとの連携 
第４回 TIA かけはし成果報告会(2020 年 7 月 29 日(水)開催)および、第 12 回 TIA シンポジウムを

(2020 年 11 月 19 日(木)開催)の企画立案を行い、広報チームと連携して、両イベントの開催を支援した。 
 
＜関連会合等 開催状況＞ 
連携企画チーム会議として隔週木曜日(第１・第３)、全 30 回程度 Webex で開催。各機関より 2－3

名程度、全 18 名程度が参加。 

 

(２)広報 
2020 年度は、東北大学の参画と第 3 期ビジョンを最大限アピールするとともに、TIA 独自の取り組みである

「かけはし」の活動を本格化させ、産業界を巻き込んだ連携の場を更に広げることにより従来から培われてきたブ
ランド力をより一層増大させる取り組みを中心に進めた。 

特に昨年はコロナウィルス感染拡大の影響により、第 4 回かけはし報告会と第 12 回 TIA シンポジウムは、
Webによるオンライン配信という新たな開催方法にて実施した。このような状況にも係らず従来よりも多くの方々
に視聴いただき TIA の第 3 期ビジョンを含めた多様な活動への理解と浸透を図ることができた。 

また、事務局内における広報チームの体制を充実させ、年間20数回の会議開催を通してその取り組みを強
化するとともに、連携企画チーム(企画・提案、調整と調査・マーケティングを担当)と密接に連携し、各種イベン
ト内容の詳細化等を行ってきた。 

 



 

 

１)情報発信力の強化・拡充 

①TIA ホームページについて 
○ホームページの更なる充実 

ホームページの各種画面の継続的な改善を
実施するとともに内容をより分かりやすくし、利
用者の利便性向上を図った。それにより HP へ
のアクセス数は年間約 11 万件に達した。 

○機動的な内容の更新 
CMS の活用により、WEB ページの更新頻

度が上がり、機動的な広報活動が可能となっ
た。 

○情報収集と発信の体制強化 
TIA 関連のニュースやイベントの情報を TIA

の内外から広く収集し、TIA トップページに随時
掲載するとともに、かけはしや TIA シンポジウム
関連イベントについては専用ページにも掲載し、
それらの情報を下記のメールニュースで発信する
体制を構築した。 

○特別記事の掲載 
広報力強化のため、第 12 回 TIA シンポジ

ウムでの吉野彰氏と東議長の対談、大野英男氏と飯島澄男氏のコメントを書き起こし、「特別記事」
として新しくページを作成した。 

 
②TIA メールニュース及び Facebook の更なる活用 

TIA のホームページに加え、TIA メールニュース(いわゆるメールマガジン)と Facebook(よりくだけた幅
広い情報の提供)を活用することにより、３つの媒体が連携した複合的かつ多彩な情報発信を行い、そ
のシナジー効果により更なる TIA の知名度向上を図った。特にメールニュースについては、登録者約
1,300 名に対して年間約 30 件を送信しており、非常に効果的な媒体となった。 

(FB は https://www.facebook.com/TIA.news/) 

③動画の活用 

TIAの HP とともに、YouTube 内の TIAのページに、本年度のかけはし成果報告会や第 12 回 TIA

シンポジウムの開催模様を撮影した動画を掲載し、その講演内容を周知することにより、TIA の訴求力

の更なる向上を図った。 

④パンフレットの改訂 

     パンフレット全体を大幅に刷新するとともに、差し込みである「多彩な研究成果」と「多彩な連携」を更

新する等英語版を含めて実施した。 



 

 

２)取り組み成果の周知及び対外連携強化 
①第 4 回 TIA かけはし成果報告会の開催 

4 回目を迎えた「かけはし」の活動を広く周知するとともに、各テーマの内容を詳しく紹介することにより事業
化を促進することを目的として、第4回TIAかけはし成果報告会を7月29日(水)に、Webにて開催した。 

本報告会には、産学官民の研究開発、企画、行政機関等の 160 名を超える方々に出席いただいた。
講演会では、今回「かけはし」事業に採択された代表的な研究プロジェクトが紹介され出席者の注目を集め
るとともに、全課題のポスターを TIA ホームページに掲載し質問等を受け付けられるよう設定した。 

初めての Web によるオンライン開催であり開催者や参加者には戸惑いもあったが、全体を通して円滑に運
営でき、各機関の連携の重要性を認識するとともに、産業界との継続的な関係構築に資することができた。 

  

 

 

 

 

 

②第 12 回 TIA シンポジウムの開催 
第 12 回目となる今回は、TIA 第 3 期ビジョンを広く周知し、東北大学の TIA 参画をアピールするとともに、

TIA ブランド力をより一層向上させることを目的として、11 月 19 日(木)にかけはし成果報告会と同様 Web
によるオンライン配信で実施した。 

シンポジウムでは、「TIA 第 3 期ビジョン」を広く説明するとともに、「オープンイノベーションの役割と期待」と
題した吉野彰氏と東議長との対談を企画した。「人を活かす」ために組織イノベーションを創出された経験、そ
こで得られた知見をもとに人と組織について議論いただくとともに、新技術開発の加速を阻害する要因とその解
決策、パネル討論へのアドバイス等をいただいた。 

 
 
 
 
 
 

               開会挨拶                        吉野氏(右)と東氏の対談 

            基調講演                         成果講演１(産総研 平間研究員) 



 

 

また「プロフェッショナルからの知見」として、大野英男氏と飯島澄男氏から基礎研究と応用研究の棲み分
けや若年から中堅層の研究者に向けた貴重な意見をいただいた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
          大野英男氏                         飯島澄男氏 
 
さらに、2020 年度に採択された TIA 連携プログラム「かけはし」の 3 課題の講演及び 2 つのマネージメン

トグループ(パワエレ及び光・量子計測)の成果講演を実施した。 
最後に、「産学連携とイノベーション拠点としての TIA への期待」と題し、NEDO、JST、大学、企業の代

表者によるパネル討論を実施した。基礎研究及び応用研究、新技術開発の加速に必要な「ヒト・モノ・カネ」
の好循環を阻害する諸問題と解決策、及び今後の TIA の果たすべき役割、期待等について議論いただい
た。 

パネル討論(左より今田氏、笹月氏、山田氏、遠藤氏) 



 

 

＜関連会合等 開催状況＞ 
 

2020 年 7 月 10 日 第 4 回 TIAかけはし成果報告会 Webによるオンライン配信 

2020年 8月 1日～ 

9月 11日 

  

  

TIA連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 2020 ICT 講義等により実施  

2020年 10 ⽉15 ⽇ 
第 12回 TIAシンポジウム 
 ー新価値創造、技術革新ー Webによるオンライン配信 

 

 

(３)国際連携 
１) International conference on Nanoelectronics Strategy (INS) 

10 年以上に渡って、INC (International Nanotechnology Conference on Communication 
and Cooperation) として活動した国際テクノロジー委員会の後継組織として、科学技術政策等に関与し、
ナノエレクトロニクス分野の戦略の検討を行う会合として設立された。INCは日米欧3地域のナノテクノロジー政
策立案者、研究者、企業のキーパーソンが集まり、ナノテクノロジーの最新動向･将来の方向について議論し、
国際協力・研究交流を推進する国際会議だったが、INS は日米欧＋韓台の有力な研究機関等のメンバーに
よる同様の取組を目指している。日本からは AIST、NIMS、JST の 3 研究機関をはじめ、東大、東北大、民
間企業のメンバーが現状、参加している。 

2020 年は国際的な取り組みが困難であり、活動の活発化は難しい部分もあったが、TIA の委託調査業務
における海外プラットフォーム調査の対応をサポートし、有益な情報をもたらすことで、最近の半導体オープイノベ
ーションに関連するテーマに対応しうる情報を共有できた。 
  
２)Asia Nano Forum (ANF)  

ANF は、アジア地域おける Nanotechnology に関する科学技術・政策交流 ネットワーク組織として、
2004 年に設立された(2007 年に法人化)。現在はシンガポールの社団法人組織 (Society)として活動を
行っており、 Nanotechnology に関して、政策、社会、教育、環境、ビジネス などの観点から、研究開発
活動を推進することを目的としている。現在のメンバー国は、日本、韓国、 マレーシア、ベトナム、台湾、タイ、オ
ーストラリア、フィリピン、インド、イラン、およびオーストリア、の 11 カ国・地域で、 日本からは、AIST、NIMS、
JST の 3 国立研究開発法人が参加している。2020―2021 年度は VicePresident(副会長)として小出康
夫 NIMS 前理事が着任した。 

現在、Nano safety, Standardization, Commercialization(NIMS 元理事である曽根純一氏が
Coordinator), User-Facility Network(新グループで、NIMS の小出氏が Coordinator)の 4Working 
Group が活発な活動を行っており、欧州・アジアの Nanosafety 連携企画(EU-Asia Dialogue)、TC229
会議への参加と発言、Commercialization Work Shop でのアジアナノテクベンチャーの紹介等の活動も展
開されている。年に 1 回、総会である ANF Summit を開催して、ナノテクノロジーに関する各国の最新動向



 

 

について情報交換を行うと共に、各 WG の活動報告を行っている。 今年度は 2020 年 10 月 8 日に、オー
ストリアウイーンにて開催され、Web で各国メンバーが参加した。また 10 月 7 日にはウイーンで 4th EU-Asia 
Dialogue on Nanosafetyが開催され、恒例となっているナノリスク関連の動向も広く議論した。さらに、12月
10 日(木)に開催された Nanotech2021 において行われた NBCI 主催による国際団体会議にも ANF メン
バーが Web で多数参加して、活発な議論が行われた。 

 



 

 

3. TIA 事業 
 

３．１．  連携推進事業「かけはし」 
  
(１)事業概要 

「かけはし」は、TIA 中核６機関(産総研、NIMS、筑波大、KEK、東大、東北大)が組織の枠を越えて連
携し、新領域を開拓するための「調査研究」を支援する事業である。今年度から東北大学が新たに参加となっ
た。この TIA 中核 6 機関の連携基盤を強化しつつ、 新規領域の開拓や大型研究資金獲得のための戦略の
立案と体制の構築等を行い、「新しい知の創造と産業界への橋渡し」というＴＩＡの使命へ貢献することを目
指している。 

2020 年度で「かけはし」は 5 年目を迎えた。４月上旬締め切りで公募を行い、提案されたテーマ数は 64 件
に上った。５月 24 日に開催した第２次審査会において、この中からバイオ、計算科学、ビッグデータ解析などの
新領域、融合領域を含む 52 件が採択され、平均すると１件あたり 2.9 機関が連携する提案内容となった。ま
た、今年度も中核 6 機関の研究者の提案による調査研究テーマに加え、企業提案による調査研究テーマを募
集した。この企業提案テーマは 4 件であった。 

また TIA 事務局として、WEB 掲載やチラシ配布を中心とした広報活動によって、研究チームが主催・関係す
るワークショップ、研究会などの開催をサポートした。 

 
(２)主な成果 

本事業により、従来、組織内外では表立っていなかった中核６機関内で進行していた研究者同士の繋がり
による連携研究を顕在化させた。また、研究者単独では遂行が困難な萌芽的研究のアイディアについて、積極
的な連携形成等を通じて研究体制構築を実現することもできた。 

 
１)企業提案テーマの推進 
昨年度までの４年間の活動により、中核６機関内での連携研究は大きく進展し、十分な成果を得た。この結

果を踏まえ、本年度は中核機関も増加した中で更に連携を拡大すべく、企業を含めた連携研究の推進を強く意
図して活動を行った。そこで本年度の重点推進事項として企業提案テーマ推進を掲げ、注力して推進した。 

企業提案テーマとは、企業からの提案をもとに、TIA 事務局が仲立ちとなって、提案企業と中核５機関が連携
した「チーム」を編成し、調査研究を進めるテーマである。このための準備として、前年度の終盤(2019年12月頃)
から、運営諮問会議構成企業４社に企業訪問を行い、面談とテーマ募集を行った。この結果、３社から 7 件の
提案があった。 

その後、これらテーマにつき、中核 6 機関と提案企業の研究者による合同会議、研究内容の精査を進め、その
研究テーマの可能性について十分な検討を実施した。その結果、以下の 6 件(新規 5 件、継続 1 件)の採択に繋
がった。 

①日本電気株式会社(1 件)(昨年からの継続) 
・光センシングシステムにおける FPGA 直接計算の調査研究 



 

 

②富士電機株式会社(１件) 
・長周期地震における建築物モニタリング用加速度センサの信頼性確保に関する調査研究 
③株式会社日立製作所(4 件) 
・ヘリウムフリー超電導磁石に向けた MgB２線材の調査研究 
・断熱用高分子多孔体に関する研究開発 
・エネルギーデバイスおよびミトコンドリアにおける燃料電池システム 
・「三次元電池」のフィジビリティスタディ 
テーマの研究分野としてはエレクトロニクス・デバイス、グリーン、基盤分野等であり、より一段と幅広い研究分野

の連携に繋げることができた。 
さらに、次年度以降の企業提案テーマの拡大を目標に、あらためて事務局幹部を中心としたメンバーが４社に

企業訪問を行い、丁寧に説明を行った後、話し合い・意見収集を実施しており、企業提案テーマ推進の２年目と
しては順調に推移している。また、本年度の提案企業 3 社からは、企業研究者からの推進状況や振り返り等の率
直な意見を収集した。 

次年度継続も視野に入れ、中核 6 機関と企業の事情や要望を踏まえた連携研究推進を目指している。 
 
2)連携・交流の推進(ワークショップ、研究会等の開催) 
連携した中核機関内での打合せの範囲を超えて、より広い連携・交流の推進、連携拡大を目的としたワークシ

ョップ、研究会等の開催が活発になってきたが、今年はコロナ禍の影響もあり開催が難しい状況であった。その件数
は 2020 年 6 月～2021 年３月までの間に 4 件であるが、企業を含めた連携のネットワークを繋げているというこ
とができる。また 2021 年 7 月 15 日には 2020 年度の成果報告会を開催する予定である。 

 
３)プロジェクト化、外部資金の獲得 
本事業採択後に申請し、JST-CREST に採択された研究課題もあり、NEDO、JST などの競争的資金への

申請の契機になっている。 



 

 

 
かけはし採択関連イベント一覧(2020 年度) 
 開催日時 イベントタイトル・(開催場所) 
１ 2020.7.29 第４回 TIA かけはし 成果報告会 

(Webex によるオンライン開催) 
２ 2020.10.1 ＴＩＡ「かけはし」連携セミナー 生態系を損なわない農害虫・衛生害虫駆除

手法の検討(Web 開催) 
3 2020.11.16 “TIA-EXA 広域エレクトロニクス融合セミナー” 

第 4 回～ウェアラブル・バイオエレクトロニクスの最前線～ (オンライン開催) 
4 2020.11.19 第 12 回 TIA シンポジウム 

(オンライン開催) 
５ 2020.12.8 “TIA-EXA 広域エレクトロニクス融合セミナー” 

第 5 回～革新デバイスに向けた新材料と集積技術～ (オンライン開催) 
６ 2020.12.13 第 10 回「機能性バイオ」ミニシンポ 

「低 CO2 と低環境負荷を目指す OPERA から～7 つのクリスマスレクチャー～」 
(オンライン開催) 

７ 2021.2.19 
 

“TIA-EXA 広域エレクトロニクス融合セミナー” 
第 6 回～高放射線耐性半導体検出器の研究開発動向～ (オンライン開催) 

 
(３)今後の方向性(課題と対応) 

2021 年度は、企業提案テーマを拡大し、運営諮問会議構成企業のみを対象とするのではなく、より広い範
囲での企業との研究連携を進めていくことを目指している。そのためにも、マーケティング力の強化や採択後のフォ
ローアップ等「かけはし」をより魅力ある事業とするための仕組みづくりが課題となる。 

これらを実施していくにはいままでの運営最高会議や運営諮問会議の議論、更には事務局幹部を中心とし
たメンバーによる企業訪問における意見、要望を十分に分析・考慮して行くことが重要となる。それと共に、本格
的な追跡調査を実施し、これまでの採択案件のその後の資金獲得や、社会実装に向けた各種の取り組みがど
のように行われてきたのかを調査して、分析検討を行っていきたいと考えている。 

また、2021 年度は新たな試みとして、プレベンチャー醸成支援および社会課題(SDGｓ)に伴う共創の場形
成支援の２つの取り組みを盛り込んだ。前者では、TIA 運営諮問会議構成員として対応を願っているベンチャ
ーキャピタル企業からのコンサルテーションを受けてもらうと共に、同構成員である自治体(茨城県・つくば市)にも
参加願い、かけはし後の研究助成として、各機関等が現在募集をしているベンチャー支援や、POC 等の取り組
みを紹介いただき、研究成果を磨いていく取り組みとして応募等への道筋をつけていく。また起業や事業化に向
けた研究成果に関してもアドバイスを頂く。後者ではSDGsの17の分類を意識した研究開発の取り組みを示し、
今後の研究成果にこれらを反映していくことを目標とする。 



 

 

 ４．マネージメントグループ(MG)の活動状況 
 

各プラットフォーム(システム化、先端材料、共通基盤)を構成する領域の取り組みについて、各々の事務局が取

りまとめた内容に基づき以下のとおり報告する。 

 
４．１ ナノエレクトロニクス MG 

＜MG 活動概要＞ 

（１）イノベーションエコシステム構築に向けた組織改革の取り組み 
これまで、TIA ナノエレクトロニクス領域に関連する拠点活用プロジェクトのイノベーションプラットフォームとしては

“受け身”のMGだった。今後、TIAとして、連携研究テーマの設定・実施、大型プロジェクトの企画運営、社会課
題に対するソリューション提案などを主導できる“能動的”な組織への変革を検討している。 

 

（２）TIA 拠点活用プロジェクト研究成果の橋渡し支援の活動 
TIA の研究活動から生まれた原子スイッチ FPGA 技術の社会実装を目指し、同デバイスの研究者からユーザ

ーをつなぐ技術コンソーシアム “NV-FPGA Initiative”は、延期した第 2 回公開シンポジウムを令和 3 年初に
開催した。原子スイッチ以外の不揮発性スイッチを利用したFPGA技術やシステム技術まで幅広い分野の講演と
した。また、ウェブセミナー形式とすることで、150 人を超える参加者と活発な議論がみられた。年度内にさらに研
究会を開催予定。 

 
（３）若手研究者のネットワーキング活動 

若手研究者のネットワーキングとエレクトロニクスの将来を議論する団体 TIA-EXA（TIA Emerging elec-
troniX research Alliance）は、COVID-19 パンデミックの状況に対して、“TIA-EXA 広域エレクトロにクス融
合セミナー”と題したウェッブセミナーを 3 回開催した。その開催テーマも「ウェアラブル・バイオエレクトロニクス」、「革
新デバイスに向けた新材料と集積技術」、「高放射線耐性半導体検出器の研究開発動向」と広範囲にわたり、
毎回多数の参加者を得た。セミナー開催を起点とした新たな出会いを次のセミナーにつなげようとする活動や TIA
に対する技術相談などもはじまっている。 

 
＜MG 会議開催状況＞ 

① 書面審議開催 

日時：2020 年 4 月 

議題：TIA 新規参画機関紹介、委員新任・退任、TIA 拠点活用プロジェクトの活動状況報告、SG 会議の位

置づけ議論など 

② 第 1 回 TIA ナノエレクトロニクス MG 委員会（WEB 会議） 



 

 

日時：2020 年 6 月 23 日（火）11：00~12：00 

出席者：委員 9 名、事務局 3 名 

議題：TIA 第 2 期の総括と将来ビジョン、MG の課題・提案、MG 自主事業状況報告 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

①  不揮発省電力 FPGA コアを用いた低遅延 AI 処理コンピューティング技術の研究開発 
本研究開発では、従来は導入が難しかった端末にも AI 処理を行き渡らせ、社会課題を解決することを目標

とし、不揮発かつ低消費電力である原子スイッチ(Atom Switch: AS)FPGA を IP コア化して混載した ASSoC
の開発を行う。ASSoC は AS-FPGA を始めとして、CPU、原子スイッチを利用した低電力不揮発メモリ
(AS-ROM)やプログラマブルバス等から構成され、さらに、電源制御技術や回路マッピングのための設計ツール等
の要素技術群の研究開発により、システムの低電力化を行う。 

2020年度においては、ASSoCの回路設計およびAS-FPGAの設計ツールの開発を行った。また、28nmで
試作した原子スイッチ FPGA の基本回路動作の確認を行った。 

 
②  ビアスイッチの実現によるアルゴリズム・処理機構融合型コンピューティングの創出 

産総研スーパークリーンルーム（SCR）に設置された装置を用いて、「ビアスイッチ(Via Switch, VS)」のデバ
イス開発および、半導体基板上への集積化開発を行い、不揮発プログラマブルビアとして完成させることを目的す
る。 

2020 年度は、VS-FPGA において小規模回路による低電力性評価を実施した。小規模回路としては、
16b カウンター、24b 線形帰還シフトレジスタおよび 4b 乗算器等であり、原子スイッチ FPGA に比べて、消費電
力が 23～34%、信号遅延が 28～45%改善しており電力遅延積の改善が見られた。また、VS を用いたストラ
クチャード ASIC の提案を行った。 
 

③ AI チップ開発を加速する共通基盤技術の開発 
AI チップ等の開発には高度なスキルや高額な設計ツールが必要。特に中小・ベンチャー企業にとっては、革新

的なアイディアがあるにもかかわらず、新規参入等にあたりそれらが高いハードルになっている。そこで、中小・ベンチ
ャー企業が持つアイディアを実用化するための設計開発を支援する事業を行う。さらに、AI チップ等の開発を加速
するために必要な共通基盤技術として、設計・評価・検証等の開発環境を有する拠点の整備、チップ開発を促
進する共通技術の開発、IoT や AI 技術を活用するための知見やノウハウを持った人材を育成する環境の整備
を進めている。AI チップや LSI 設計に関わる研究者、技術者の交流を深め、技術情報を共有する場としてフォー
ラムを述べ 20 回、セミナーを延べ 4 回開催した。 

 
④ 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 

本プロジェクトでは半導体プロセス技術で実現するシリコンフォトニクス素子及び光集積回路を開発、更に、電
子回路と実装するための低コスト光エレクトロニクス基盤実装技術を開発する。光集積回路をシステム化して電



 

 

子機器に搭載することで高性能化にともない増大する機器の消費電力量を大幅に削減（サーバで 3 割減）す
ることを目標としている。本年度は、 
 高速化・低消費電力化を目指して Ge 電界吸収型光変調器を開発し、112 Gbps PAM4 動作を実

現した。 
 受光器の高感度化を可能にする新しい構造、及びサブナノメータレベルの導波路加工偏差を精度良く

抽出可能な新構造のプロセスモニタリング制御回路を光集積回路の試作において検討した。これらの新構造の
素子を光ウェーハプローバにより評価した結果、受光器については従来に比して 2 倍近い高感度化が可能である
こと、プロセスモニタリング制御回路については従来に比して波長確度誤差の影響を 2 桁低減した高精度の加工
偏差抽出ができることが確認された。 
 シリコンフォトニクス技術を用いて約 5 mm X 3.5 mm に超小型化した TWDM-PON 用一芯双方向

送受信チップを電気回路基板に埋め込んだ集積光インターポーザを試作して、光信号入出力動作を確認した。 
 光電子集積インターポーザ実現のため、シリコンフォトニクスチップに２つの３次元曲面ミラー構造とポリマ

ー光導波路を集積した。さらに試作したサンプルの光リンク特性評価を行い、56G-PAM4 の高速信号伝送を実
証した。 

本プロジェクトにおけるデバイス開発計画概要 



 

 

⑤ VICTORIES オープンイノベーションハブ 
2017 年度まで 10 年間にわたって培われた光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点(略称 VICTORIES)の

研究開発基盤を発展的に継続すべく、VICTORIES オープンイノベーションハブとしてさまざまな共同研究、国プロ
を推進するとともに、開発技術の幅広い社会実装活動を推進している。特に、VICTRORIES の研究活動を通じ
て開発された世界最先端のシリコンフォトニクス技術の幅広い社会実装にむけて、シリコンフォトニクスコンソーシアム
(SiPC)を設立し、産総研スーパークリーンルーム(SCR)の R&D ファンドリサービスを活用した総合オープンイノベー
ション体制を構築している。SiPC は、チップファンドリである産総研を中心に、チップの実装、評価、設計などの周辺
技術を担う企業、アプリケーションを開発するシステムレイヤー企業、基盤的研究を担う大学や研究機関、そして、
商社企業などから構成され、自律的なシリコンフォトニクスR&Dエコシステムとして機能している。具体的な活動とし
ては、参加企業との議論を土台に、ファンドリサービスに不可欠なプロセスデザインキット(PDK)の整備を進め、ファン
ドリサービス運用企業を介在した企業相乗のマルチプロジェクトウエハー(MPW)試作体制を構築、2018 年から既
に 3 回の MPW 試作を実施してきた。2020 年度の MPW 試作では、標準仕様と特殊仕様が混載する試作を
実施、参加ユーザー数は前年度の 9 ユーザーから 11 ユーザーに拡大、チップ製造にかかる期間は同じく 4 カ月から
2.5 カ月に大幅に短縮されるなど、ファンドリー運用体制の整備が大きく進展した。さらに、SiPC ではシリコンフォトニ
クスチップの標準実装技術開発も参加企業と連携して推進しているが、2020 年度には、そこで標準化された光
電子融合実装技術や高信頼性光ファイバ実装技術が、民間企業や大学などのR&Dに提供されるに至っている。 
 
⑥ 革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ） 

ほとんど全てのデバイス１個のサイズをカバーする 0.5 インチウェハを製造単位として、そのウェハに対応した幅
30cm の装置を開発し、かつ局所クリーン化技術でクリーンルームを不要とすることで、設備投資と運用経費を大
幅に削減する超小型製造システム（ミニマルファブ）の産業実装を実現する。2020 年度は、前年に開発した
CMOS300 素子による集積回路について、さらに集積化と微細化を図るための、プロセス技術開発を行った。また、
ミニマルファブ装置だけを用いた MEMS デバイス（１次元歪センサ）を試作した。また、デバイスをハーフインチサイ
ズチップに収めるパッケージング技術開発を行っており、その発展開発として、マルチチップボンダーの開発に成功し、
これを用いて、実際に５個の小さなチップを、Φ13.5mm の円形ダイに配置しボンディングすることで動作実証を行
った。さらに、ミニマルファブの装置間自動搬送システムのプロトタイプを開発し、併せてミニマルファブを工場システムと
して機能させるファクトリーOS のコア（カーネル）の開発に成功した。また、現在デバイス試作で実用となっているミ
ニマルファブを、生産工場システムのレベルに引き上げるための、NEDO プロジェクト「多品種少量生産に適した半
導体デバイス製造ファブの実現」を昨年度から継続して推進し、ミニマル装置群のプロセス安定性を向上させるプロ
セス開発を進めた。 

 
４．２ パワーエレクトロニクス MG 

＜MG 活動概要＞ 
パワーエレクトロニクスマネージメントグループ(PEMG)委員構成 
 
委員長  木本 恒暢    京都大学 教授 
副委員長  奥村  元  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 研究センター長 



 

 

委員   岩室  憲幸 筑波大学 
矢野  裕司 筑波大学 
石川  博康 芝浦工業大学  
大橋  直樹    国立研究開発法人 物質・材料研究機構 
木村  浩 富士電機(株) 
内藤  富士雄 高エネルギー・加速器研究機構 
高岡  圭児  (株)東芝 
山川  聡  三菱電機(株) 先端技術総合研究所 
横山  夏樹 (株)日立製作所 
廣瀬  富佐雄 (株)デンソー 
御神村 泰樹 住友電工(株) 

 
事務局  岡田 道哉    国立研究開発法人 産業技術総合研究所 
 
オブザーバー 

八尾 勝 国立研究開発法人産業技術総合研究所 
八嶋 昇 三菱電機株式会社 
内閣府 総合科学技術会議事務局 
文部科学省 研究振興局 基礎基盤研究課 ナノテクノロジー・材料開発推進室 
経済産業省 商務情報政策局 情報通品機器課 
経済産業省 製造産業局 ファインセラミック・ナノテクノロジー・材料戦略室 
科学技術振興機構 研究開発戦略センター 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 ＩＯＴ推進部 

 
TIA パワエレ拠点第三ラインにつき、プロセスの最適化を行い各種デバイスのレシピが完成。SCR は、「テクノ

ブリッジ型」として別のスキームで行い企業のクローズ性を高めた運用を行っている。企業の単独テーマも可能。
第二ラインである４インチラインは、引き続き各種 SiC デバイスの作製を行うとともに、GaN デバイスの試作も可
能となっている。 

 

＜MG 開催状況＞ 
第一回 TIA パワーエレクトロニクス MG  

2020 年 7 月 20 日(月)13:00~14:00 
開催場所：Webex 出席者 14 人 

 
・検討内容 

①人材育成戦略 
今年度で 9 回目となるパワーエレクトロニクス・サマースクールを、2 日間にわたり Web 講義形式で開催。参



 

 

加者数は過去最高の 165名に上り、今後も継続して開催する予定。2022年度以降の第 4期以降の寄
附講座存続については、筑波大の特別共同研究事業として継続を検討中。 

②拠点を活用したイノベーション加速策 
拠点としての今後の中長期戦略に関し、海外の動向、参加企業の状況、国プロの動向、マーケットの状況
を踏まえながら検討。低コスト化、大口径化、周辺技術も含めたオープンイノベーションを検討中。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 
① つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション(TPEC) 

民活型共同研究体として、自律的かつ持続的なオープンイノベーション活動を展開。2020 年２月現在、
素材から応用に至る民間企業44社と18の公的機関が参集し活動を行っている。これまで量産技術開発
を実施してきた４インチラインは、６インチラインが別に整備されたことから研究開発ファウンドリーとしての価
値提供へとシフトし、SJ プロジェクトを遂行するとともに、GaN の試作も行っている。TIA パワエレ拠点第三ラ
インとして整備した6インチラインはパイロット製品の市場テストを行うことを想定し、「SCR パワーエレクトロニ
クスライン(SPEL)」として新しい制度設計の下で運用中。TPEC の資金的支援で活動するパワーエレクトロ
ニクス・サマースクールは９回を数え、参加者数はのべ 1265 名となった。また、新たなオープンイノベーション
の機会とすべく 2020 年度は１回のセミナーを開催した。 

 
② SCR パワーエレクトロニクスライン(SCR Power Electronics Line:SPEL) 

TIA パワエレ拠点第三ラインを活用するコンソーシアム。テクノブリッジ型共同研究により、産総研と住友電
気工業株式会社、日新イオン機器株式会社との共同テーマ、および住友電気工業株式会社の単独テー
マを推進している。要素技術の確立に向け試作を進めている。 

 
③ つくば応用超電導コンステレーションズ Applied Superconductivity Constellations of Tsukuba  

(ASCOT) 
超電導による社会イノベーション創出を目指す2 階建て技術コンソーシアム。種々の情報共有を目的とする
1 階部分と、オープン型共同研究及びクローズド型共同研究による超電導技術全般の社会実装を推進す
る 2 階部分(民活型共同研究体)からなる。 
ビジネスモデル検討のタスクフォースでは、航空機応用が2019年度に採択されたNEDO先導研究プログラ
ムを実施し、2020 年 12 月に終了した。また、MgB2 は、日立を中心とした検討タスクを発足し、企業２
社、大学等３機関からなる連携を構築した。また、超電導の新たな技術ニーズ及びシーズを探すために、5
件のセミナーを開催した。 
第33回国際超電導シンポジウム(ISS2020)はWeb開催と産総研共用講堂とのハイブリッド形式で開催
し、海外から過去最多の参加者１８２名を含む４６０名の参加を得た。また、超電導スクール 2020 は、
Web 講義形式にて６５名が参加し、好評を博した。 

 
④ 高温超電導実用化促進技術開発 



 

 

NEDO 委託による 5 年間のプロジェクトで、平成 28 年度に採択され、令和２年度が最終年度。 
当該プロジェクトは４つの研究テーマで構成され、令和２年度はその内「高温超電導高安定磁場マグネッ
トシステム技術開発」の一部について、TIA(産総研)を拠点とした研究開発が進められた。 

 
４．３ MEMS MG 

＜MG 活動概要＞  
MEMS(Micro Electro Mechanical Systems)は、多様な産業分野における小型・高精度で省エネルギ

ー性に優れた高機能のデバイスとして期待されている。我が国の成長戦略の一つである DX(デジタルトランスフォ
ーメーション)実現の鍵は計測や制御であり、それらの高機能化のためには MEMS 技術は欠かせない要素となっ
ている。本年度は、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)対策を完全にしつつも、例年同様、中長期的な視
点に立った上での異種・異業種の融合、すなわち MEMS 分野のオープンイノベーションを中核にした活動を行っ
た。 

 
2019 年度 MEMS MG 委員 

委員長  
西尾英俊 オムロン株式会社 MEMS 開発生産センタ 技術開発部 技術専門職 
委員   
鈴木博章 筑波大学大学院数理物質科学研究科 物性・分子工学専攻 教授 
松本壮平 産業技術総合研究所 デバイス技術研究部門  副部門長 
今仲行一 技術研究組合 NMEMS 技術研究機構 理事長 
酒井 淳 オリンパス株式会社医療要素開発本部マイクロデバイス製造リードスペシャリスト/フェロー  
福本 宏 一般財団法人マイクロマシンセンター マイクロナノオープンイノベーションセンター所長委員長

  

＜MG 等開催状況＞ 
    ＭＥＭＳ ＭＧの開催に向けて準備しているところ。 

 

＜プラットフォームの状況＞ 

プラットフォームの活動状況は以下のとおりである 

 
産業技術総合研究所 エレクトロニクス・製造領域 デバイス技術研究部門 

高集積実装技術・大面積ナノ構造形成技術等の新規 MEMS プロセス開発の他、IoT 社会の実現に向
けた各種高機能デバイスの創成として、センサ端末等の高機能化・低消費電力化技術等を精力的に推進し
ている。また、光応用マイクロデバイス技術の新しい展開として、MEMS 原子時計の高度化に向けた基盤技
術の研究開発に取り組んでいる。8,12 インチ MEMS ラインの共用施設利用制度においては、COVID-19
による活動への影響を受けつつも、企業等の外部ユーザの利用実績が堅調に推移している。人材育成関係



 

 

では、JST の人材育成事業 Nanotech CUPAL による実習を含む講習会の実施体制を整備している。なお、
産総研第 5 期開始に伴い、MEMS 研究開発と MEMS ライン共用施設運営の体制を、前身の集積マイクロ
システム研究センターから現組織に移行し、活動を推進している。 

 
マイクロナノ・オープンイノベーションセンター(MNOIC) 

本年度の重点活動の柱として、産総研研究者からの依頼に積極的に対応し、技術領域の拡大、他施設
との連携強化を図った。また、顧客の継続的な研究開発につながるものについて、積極的に研究支援を行っ
た。喫緊の課題である、老朽化装置の更新や律速工程の装置拡充に向けた拠点整備について、産総研側
との協議を開始した。さらに COVID-19 で開催できなかった TIA 連携⼤学院サマー・オープン・フェスティバル
を冬季(12 月)に順延し、総勢 29 名の学生/社会人が参加の TIA-MEMS ウィンターセミナー(学⽣、若⼿
研究者向けＭＥＭＳ講座)を産総研デバイス技術研究部門の協力を得て開催した。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 
① 超高効率データ抽出機能を有する学習型スマートセンシングシステムの研究開発 

工場等の設備の稼働状況・生産品質の把握を目的として、「スマートセンサモジュール(ガス、赤外線アレ
ーセンサ)の開発」、「連続的に高出力可能な自立電源の開発」、及び「スマートセンシングフロントエンド回
路の開発」により、コンセントレータから動的センシング制御可能な無給電センサ端末(スマートセンサ端末)
を実現する。それらのスマートセンサ端末から超高効率に必要となるデータだけの収集を行える「学習型スマ
ートコンセントレータの開発」との連携により、従来の環境発電で収集可能な有価情報量を 100 倍化する
ことを可能とする学習型スマートセンシングシステムの基盤開発と実証を行う。  

 
②IoT 社会実現のための超微小量センシング技術開発／超微小量センシング技術開発／血中成分の非侵襲

連続超高感度計測デバイス及び行動変容促進システムの研究開発 
中・遠赤外光ディテクタ構造試作の研究開発 

 
③IoT 社会実現のための超微小量センシング技術開発／超微小量センシング技術開発／ 

薄膜ナノ増強蛍光による経皮ガス成分の超高感度バイオ計測端末の開発 
近未来の健康長寿のためのバイオ IoT 社会の実現に向けて、薄膜ナノ増強蛍光と気相バイオセンシング

技術を融合した超高感度ガス計測デバイスを開発し、通信機能を有する小型ウェアラブル計測端末とする
ことで、血液より皮膚表面に透過・拡散する極低濃度の揮発性有機ガス成分の超高感度かつ連続的な
IoT 計測を実現することを目指す。 

 
③ 量子干渉効果による小型時計用発振器の高安定化の基礎研究 

原子時計の車載や次世代移動通信基地局への設置等を想定し、測位衛星からの電波が途絶しても
高精度測位を維持するための小型時計用の高精度発振器の実現を目指し、測位衛星搭載用時計の発



 

 

振器と同等の性能を有し、かつ手のひらサイズで低消費電力の小型時計用発振器を高安定化するための
基礎研究として、主要な周波数変動要因の解明及びプロトタイプでの実証・評価等を実施する。 
 

４．４ ナノグリーン MG 

＜MG 活動概要＞  

拠点活用プロジェクト GREEN の終了後、それを発展的に継続したエネルギー・環境材料研究拠点(NIMS

並木地区、ナノ GREEN 棟)において産業界と連携しつつ、全固体電池、リチウム空気電池、液化水素用材

料・システムに関連する研究開発を推進した。 

 

TIA 共用施設の一部であり、GREEN 関連の施設である蓄電プラットフォームの外部利用を積極的に推進し

た。同施設は小型電池の試作から材料の分析評価まで、次世代蓄電池の研究開発に必要なほぼ全ての機能

を網羅した、世界トップレベルのユニークな研究施設となっている。利用実績に示されているように、産業界からも

数多く利用されており、我が国の電池関連技術のオープンイノベーションに貢献している。 

利用実績(2020 年 4 月～2020 年 12 月) 

産業界： ５機関 のべ 50 回 利用時間合計 173 時間 

大学 ： 16 機関 のべ 154 回 利用時間合計 1,214 時間 

  (筑波大学、東北大との連携あり) 

 

新たな連携に向けては前年度のナノグリーン MG 会議(2020 年 2 月 21 日(メール会議)での議論の結果を

踏まえ、「かけはし」採択テーマのうちナノグリーンに関するものの支援強化の方針、また新たなプ連携・プロジェクト

を模索する方向が確認された。 

 
＜MG 等開催状況＞ 

・2020 年度第 1 回ナノグリーン MG 会議 
日時：2021 年 2 月 4 日(メール会議) 
議題：TIA における今後のナノグリーン領域活動のあり方について 

 

＜拠点活用プロジェクト等概要＞ 

   現在登録されているプロジェクトはないが、2018 年度まで拠点活用プロジェクトであったナノ材料科学環境

拠点(GREEN)を発展的に継続したエネルギー・環境材料研究拠点において電池材料や液体水素に関連す

る材料・システムに関する研究開発を産業界と連携して推進。また蓄電池基盤プラットフォームにおいては、産



 

 

業界、アカデミアからの外部利用を積極的に推進した。 

 
４．５ ＣＮＴ MG 

＜MG 活動概要＞ 
カーボンナノチューブについて海外で先例となる拠点は無く、つくばイノベーションアリーナの中で下記事業を実

施し、日本型研究拠点を構築すべく、継続的に拠点活動を進めている。 
①CNT アライアンスコンソーシアム 

産総研ではカーボンナノチューブ関連のプロセス、評価、安全性などの各種技術を企業に最大限に活用して
いただくため、新たなオープンプラットホームとして、CNT 関連企業と「CNT アライアンスコンソーシアム」を組み、
日本発の CNT 産業創出を目指している。  
2020 年度は、2021 年 10 月末で 5 年の設置期間が終了することを見据え、終了後の体制について各

構成企業との調整を行った。 
②CNT 複合材料研究拠点(TACC) 

CNT アライアンスコンソーシアムのオープンプラットホーム第 1 号として、日本ゼオン㈱、サンアロー㈱、産総
研の３者共同研究推進のための「CNT 複合材料研究拠点」が 2017 年 1 月にスタートし、2018 年 10
月には最初の CNT ゴム複合材料製品となる耐熱 O-リング「SGOINT®」の販売をサンアローより開始した。 

CNT 複合材料研究拠点の第二期となる 2020 年度からは、CNT 樹脂複合材料についても上市を目指
し、新体制での共同研究をスタートさせた。また、2021 年 1 月から成果説明会として「CNT 複合材料研究
拠点技術紹介ウェビナー」を開始し、計４回でのべ 200 名の参加申込があった。 

 
＜MG 開催状況＞ 

・2020 年 6 月 17 日、オンライン開催、サンアロー・産総研 
・2020 年 10 月 9 日、オンライン開催、日本ゼオン・産総研 
・2020 年 12 月 22 日、オンライン開催、サンアロー・産総研 
 

＜TIA 視察への対応＞ 
経済産業省 産業技術環境局 山下隆一局長 ・ 萩原崇弘審議官 他(2020 年 8 月 19 日)、経済

産業省 製造産業局素材産業課革新素材室 村上貴将 室長 他(2020 年 8 月 21 日)等、政・官界から
の TIA 視察に成果物の展示、活動状況の説明を行った。 

 
＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

CNT アライアンスコンソーシアム 
CNT アライアンスコンソーシアムの第一号拠点である CNT 複合材料研究拠点(TACC： 日本ゼオン㈱、

サンアロー㈱、産総研の３者で構成、2018 年 4 月から活動開始)における研究開発成果を、構成企業の一
つであるサンアローに技術移転を行い、製品第一号となるフッ素ゴム O リング“SGOINT®(スゴイン)”を 2018
年 10 月より販売開始した。現在までに、ある新製品の組み込みシーリング材への本採用等に至っている。 



 

 

また、2020 年 1 月には熱や衝撃に強い樹脂複合材を開発し、産総研・サンアローよりプレスリリースを発表
し、2020 年度はこの上市を目指してさらなる開発加速を行っている。成果の一部は、プラスチックス成型加工
学会や高分子学会ポリマー材料フォーラムなどにて発表を行い、「靭性と強度を両立した多層 CNT/PEEK 革
新的複合材料の開発」という題目で、高分子学会広報委員会パブリシティ賞を受賞した(2020 年 11 月 5
日)。 

 
４．６ 光・量子計測 MG 

＜MG 活動概要＞ 
光・量子計測マネージメントグループは TIA 中核機関で行われている光・量子計測に関係する基礎研究から技

術に渡る連携活動を通じて、基礎科学の創造と産業創成を目指している。2020 年から TIA に参加した東北大
学にも、同マネージメント会議への参加を打診した。しかし 2020 年度全期間に渡るコロナ禍の為、対面式でのマ
ネージメント会議活動は実施出来なかった。オンライン開催でのセキュリティー問題やライセンス手続きもあり、オンラ
イン導入が遅れた。TIA「光・量子計測」シンポジウムは 2020 年秋に開催を予定していたが、コロナ禍の為、感染
防止の行動規範である3密を防ぐために中止した。一時オンラインでの開催も検討したが、シンポジウムの目的であ
る研究者同士の活発な議論が出来ない為、断念した。2021 年度はマネージメントグループ自体のメンバー構成
等の拡大や東北大学を含めた活動を準備する。 

2020 年の TIA シンポジウムでは、「光・量子計測」マネージメントグループから成果発表を行い、拠点活用プロ
ジェクト SIP「革新的構造材料」先端計測拠点(SIP-IMASM:拠点プロジェクト 2018 年度終了)での成果と今
後のプラットフォーム形成に向けての考え方を示した。全体会議が開けない為、機関と事務局との個別会議を開き、
2 つの新たな試みを勧めた。マネージメントグループの下に研究会を発足させ TIA かけはし申請の準備をするもの。
若手研究者の TIA 内での連携研究を支援。 
 

＜MG 開催状況＞ 
全体会議は実施出来なかった。オンラインでの開催は準備が遅れた。代わって個々の機関と事務局間の面

談を行い、いくつかの試みの活動を実施した。 
 
＜光・量子計測シンポジウム開催状況＞ 
 2020 年秋に予定していたシンポジウムはコロナ禍で中止した。 
 
＜成果報告や後援活動状況＞ 
  オンラインで開催されたセミナーや研究会等への後援や支援活動研究会支援や、2020年のTIAシンポジウム

の成果報告部門の発表を行った。を行った。 
 
＜研究グループの準備状況＞ 
 MG の下に MG メンバーが中心となり、1 つの研究会を準備中、2021 年度の TIA かけはしにも応募予定。 
 



 

 

４．７ 共用施設ネットワーク MG 

＜MG 活動概要＞ 
TIA の６機関それぞれが運営する共用施設の外部利用活性化・効率化のために、情報交換と各機関間の

連携を促進しながら、同時に各機関が抱える課題や問題点についての討議・意見交換を行っている。メンバー
は、各機関より任命された各 2 名の委員と、産業界および有識者からなる３名の委員、計 15 名の委員および
事務局から構成され、前述の情報交換および議論の場として年2回、共用施設ネットワークMG会議を開催し
ている。MG 会議には、上記の委員の他に経産省や文部科学省、議題に関係するその他の組織からもオブザー
バの参加を呼び掛け、参加を得ている。例年、会議開催場所は、各６機関の持ち回りで順番に実施し、その
際に開催機関の共用施設見学を行い、相互理解を深めていたが、今年度はコロナ感染防止のため、オンライン
開催とし、第 1 回目を 7/27、第 2 回目を 1/21 に開催した。 

TIA６機関の各共用施設の設備情報を網羅した TIA 共用施設データベースは、2019 年 4 月より TIA で
運営管理を行っているが、各機関の共用施設をつなぎ、かつ共通の広報手段でもある。今年度は、新たに参画
した東北大学もデータベースに組み込み、内容を充実させた。本データベースは、外部の共用施設利用者の便
宜を図ったものであり、より使い良いものに改善すべく、また管理しやすい様にシステムの改善を行っている。なお、
本データベースへのアクセス件数は、カウントが可能となった 2021 年 1 月において、月間 757 件のアクセスがあ
り、年間では 9000 件ほどのアクセスが期待される。 

なお、2019 年度の各組織における共用施設の利用状況(利用件数)は、下記の通り全体で 4882 件の利
用があった。 

  

組織 施設 利用件数(件) 

KEK Photon Factory(X 線構造解析ステーション等) 983 

筑波大学 オープンファシリティ、微細加工プラットフォーム、 2135 

NIMS 8 ステーション、ナノテクノロジープラットフォーム 458 

産総研 7 共用施設(ナノプロセシング施設、SCR 等) 781 

東京大学 武田先端知スーパークリーンルーム 525 

東北大学 試作コインランドリ (未参加) 
計 4882 

 

＜MG 開催状況＞ 

今年度の共用施設ネットワーク MG 委員会は、下記の通り開催された。 

 
  開催日時 開催場所 出席者 

第１回 7 月 27 日 オンライン会議 委員・事務局 14 名、オブザーバ 3 名 
第２回 1 月 21 日 オンライン会議 委員・事務局 14 名、オブザーバ 5 名 



 

 

 

(１)第 1 回共用施設ネットワーク MG 委員会 
今回初めてオンラインにて 17 名の出席者を得て開催した。各組織からの共用施設の状況について報告後、

全体討議を行った。各組織からは、コロナの影響およびその対策について報告があった。全体討議では、第 3
期 TIA ビジョンとの関連について討議を行った。 
 １)各共用施設の報告 
・KEK では、フォトンファクトリーにおいて 4 月にはコロナの影響で運転を一旦中止し、リモート化・自動化に向け
た検討や、学位取得の利用を優先して運用した。また、新しくクライオ電顕の利用を開始した。 
・筑波大では、オープンファシリティ推進室の共有設備においては、4～6 月は、コロナ禍のため外部利用者、内
部利用者ともにほとんど受け入れていない状況が続いた。 
・NIMS では、組織体制の一部改編を行い「構造材料解析ステーション」を追加した。座学と実習を取り入れ
た無料実施のスクールを実施しているが、今年度から塑性加工や NMR を追加して拡張した。 
・産総研では、8 施設が約款により外部公開している。ナノプロセシング施設では、コロナ禍で利用減となった 4
～5 月は、スタッフは交代しながら出勤し、技術代行については基本的に止めずに運営した。 
・東大では、半導体系研究室の組織体制の改編に際し、VDEC の機能は、工学系研究科で担うという形に
なり、新たに d.lab という組織ができた。基盤、先端、設計、デバイスの 4 部門からなる。 
・東北大が今回初めて参加し、試作コインランドリの紹介を行った。100台以上の装置を8名のスタッフで運用
し、技術代行はほとんどない。60%以上が学外の利用。4～6 月はコロナで利用が激減した。 
２)全体討議 
 今年度から始まる第 3 期の TIA ビジョンに対して共用施設ネットワーク MG としてどうあるべきか、とのテーマで
討議を行った。 

社会的なペインを解決するために、第 2 期までに作ったイノベーションシステムをさらに駆動させることになって
いるが、そのために TIA コーディネータなどと連携する方針であるものの、現実的にその TIA コーディネータの人
材をどう確保するのか、との議論があった。現状、各機関ともマンパワーに余裕がない状況にあり、人材確保は、
今後の課題となる。 

また、「半導体の復権」も TIA の重要テーマに挙げられており、各機関の共用施設も半導体関連の施設も
多く、また東北大学が参画したのも半導体技術の存在が大きい、との意見があった。半導体に関する共用施
設ネットワーク MG での取り組みについても今後、議論が必要である。 
 
(２)第２回共用施設ネットワーク MG 委員会 
 19名の参加を得て、オンラインにてMG会議を開催した。各機関からの共用施設の状況について報告と、全
体討議を行った。各機関の報告では、コロナ対策としてリモート操作の実施検討について複数の報告があり、
情報交換を行い、活発な意見交換がなされた。全体討議では、TIA ビジョンの３つの重要テーマとの関連を
中心に議論した。 
１)各共用施設の状況 
・KEK では、コロナ感染防止期間において、タンパク質の結晶構造解析中心にリモート測定 73 件、ロボットに
よる全自動測定 66 件を実施した。これらのリモート/ロボット操作は、コロナ時に慌てて準備したものではなく、



 

 

コロナ発生以前から開発していたもの。後日、KEK よりこれらの参考資料が送付された。 
・筑波大でも遠隔利用の準備を進めている。特にFIB-SEMの利用に対し、リモートで大学スタッフに指示を出
しながら、装置を使うための準備を進めている。完全にリモート化するのは、セキュリティ上難しい。 
・NIMS では広報活動としてこれまで展示会出展が中心であったが、コロナのため出展は 2 回のみ。対策として、
紹介ビデオを外注で製作し、判りやすく改修して HP に掲載した。問い合せ件数が 3 割増加した。 
・産総研では４～5 月はコロナで利用者が減少したが 7 月以降は、例年並みに回復。利用時の面談は、オン
ラインで、実習も少人数に抑え実施。広報活動のセミナーはオンライン開催。展示会出展は中止。 
・東大では、コロナの行動制限指針に基づいて一時 CRをシャットダウンした。アフターコロナにむけて、CR に入ら
ずバーチャルでCR内設備操作出来るように、サイバーフィジカルクリーンルーム構想を提案中。その一環として、
装置講習の様子をビデオで撮影して Web 配信した。大学外には配信不可。 
・東北大は、コロナの影響で 4～5 月に閉鎖した為、その間は収入なかったが、その後やや回復し、年度通して
は昨年度並みを予想。今年１～2 月に、i 線ステッパ、コーデベ、PECVD、ECR スパッタ、および FESEM を
導入予定。受託加工の拡張のため、新たに 2 名を採用した。 
２)全体討議 
 TIA ビジョンの重要テーマは、「半導体」、「物質・材料データプラットフォーム」、「量子・光計測」がある。 
半導体に関しては、デバイスのプラットフォームが各拠点で充実しており、新しいクリーンルームが設置されている。
今後、これらの活用が進んでゆき、有効に活用されることを期待する。物質・材料データプラットフォームは、収
集した実験データを大容量サーバに集めて、それを材料開発に生かす。経産省と文科省で策定した「マテリア
ル革新力強化のための政府戦略」に基づき、現在、マテリアル先端リサーチインフラ事業が文科省で公募中で
ある。同事業には、TIA 参加機関も多く関わる可能性があり、本事業をベースにした TIA 内の連携も検討の
余地がある。 

 

４．８ 人材育成ＭG 

＜MG 活動概要＞ 

新たに策定された第 3 期ビジョンに基づき、次の活動を行った。 

① TIA 人材育成 MG の人材育成戦略の機能強化として、科学技術人材育成費補助事業「科学技術人

材育成のコンソーシアムの構築事業」で採択された Nanotech CUPAL に平成 26 年度より参画している。 
Nanotech CUPAL は、TIA を中心としたコンソーシアムで活動しており、ナノテク分野の若手人材のキャリ
アアップのため、共同研究を通じて若手人材を育成するコース(N.R.P.コース)と TIA の最先端の施設を利
用した実践型研修コース(N.I.P.コース)を実施している。 
 N.R.P.コースでは、2020 年度はコロナ禍の状況を踏まえ、新たな採用は１名のみとなったが、継続して
活動している研究者と併せ６名の育成を実施した。 
 また、学術研究を牽引する際に求められる研究力・研究室運営能力を培え、人的ネットワーク拡大を促
すためのキャリア形成教育プログラムとして、民間企業との意見交換及び N.R.P.成果発表会をリモート会
議システムを活用して開催した。 
 さらに、N.R.P.コースの成果として、２名がキャリアアップした。 
 一方、N.I.P.コースでは、コロナ禍の状況を踏まえ、今年度の活動について関係部署において慎重に検



 

 

討を行い、一部のコースを開設した。 
②  学生や若手研究者がナノサイエンス・ナノテクノロジーの最新の知識と技術を修得し、分野横断的な交
流を図る機会となることを目的として、「TIA 連携大学院サマーオープンフェスティバル 2020」を開催した。 
 コロナ禍の影響により 3 つのスクールの実施は見送られたが、8 月 1 日から 9 月 11 日及び 12 月 10 日
にわたり遠隔講義等を活用して開催され、5 つのスクールに延べ 395 人が参加した。(前年度比－46 人、
実施された 5 つのスクールについて前年度比+21 人) 
③  外部の優れた研究機関と一体となった新しい教育システムにより、世界を先導する科学者、技術者を
育成する筑波大学大学院理工情報生命学術院数理物質科学研究群を設置した。(数理物質科学研
究科の改組) 
④  パワーエレクトロニクスプラットフォームとの連携により、筑波大学大学院理工情報生命学術院数理物
質科学研究群のパワーエレクトロニクス寄附講座(富士電機パワーエレクトロニクス寄附講座、トヨタ自動
車・デンソーパワーエレクトロニクス寄附講座)及び連携研究室(連携大学院: 産総研)における大学院教
育を実施した(研究室所属学生数は 13 名、パワーエレクトロニクス関連科目履修者数は 153 名)。 
⑤ 筑波大学大学院理工情報生命学術院数理物質科学研究群の「つくば共鳴教育プログラム」では、コロ
ナ禍の影響で派遣期間を短縮して 3 月 31 日に帰国した 2019 年度海外派遣学生について帰国後の宿
泊施設での待機が必要となったほか、新規の派遣については応募がなかった。 
⑥ 情報発信・共有機能強化のため、TIA 連携大学院ウェブサイト運用、TIA 連携大学院「News Let-
ter」刊行を行った。 

 
＜MG 開催状況＞ 

・第 8 回 人材育成 MG 会議 
日時: メール会議(2021 年 2 月 12 日(金)締め切り) 
議題：TIA 人材育成マネジメントグループ活動報告について 

 



 

 

５．モニタリング指標 
 

本章では先の第１期中期計画で定められたモニタリング指標のうち、数値目標を定めた項目、および数値目標

を定められていないが追跡すべき数値に関して以下に記載する。 

 

(１)2020 年度の状況 
研究資

金合計 

(億円) 

内公的資

金 

(億円) 

外部研

究者数

(人) 

外国人

研究者

数(人) 

査読論

文発表

数(件) 

口頭発

表数

(件) 

特許出

願数

(件) 

共用装置

利用件数

(件) 

サンプル

出荷数 

(対象社) 

企業数

(社)   

うち海

外企業

数(社) 

人材育成プ

ログラム学

生数(人) 

53.12 48.04 231 11 37 246 33 4882 0 120 1 566  

公的資

金割合

(%) 

90.44 

 

 拠点活用プロジェクト 16 件(「革新的製造プロセス技術開発(ミニマルファブ)」は除く)、および TIA 拠点活用

形成に係わる事業「TPEC」(無償提供分を含む)について集計した。 

 数値は一部見込み及び暫定値も含む。(取りまとめは当該年度終了前(概ね 2 月 1 日時点)) 

 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA 連携大学院サマー・オープ

ン・フェスティバル(SUMMER LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIA ナノエレクトロニク

ス・ナノテクノロジーサマースクール、TIA ナノグリーン・サマースクール、TIA-MEMS サマーセミナー、TIA パワー

エレクトロニクス・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、高エネルギー加速器セミナー、TIA ナノバイ

オサマースクール)への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に係る科目履修者数およ

び研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数を集計。本年度はコロナ禍の影響により

Nanotech Innovation Professional コースの開催が限定的なものとなった。 

 

 
 



 

 

 (２)直近 5 年間 (2016 年度-2020 年度)の進捗状況 

 
＜進捗を知るための数値 0＞  

  
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積 

総事業

規模 

(億円) 

148.51 1387.28 124.85 1512.13 53.55 1565.68 38.81 1604.49 53.12 1657.61 

公的資

金割合

(%) 

83.6  89  76.1  75.6  90.44  

拠点活

用プロ

ジェクト

数 1 

 39  44  45  51  52 

連携企

業数 
158  171  151  101  120  

外部研

究者数 
724  970  642  241  231  

TIA 連

携大学

院生数
2 

1077 3178 1167 4345 1010 5355 986 6341 566 6907 

 

 0 数値には一部見込み及び暫定値も含む。(取りまとめは当該年度終了前(概ね 2 月時点)) 

 1 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない。 

 2 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA 連携大学院サマー・オ

ープン・フェスティバル(SUMMER LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIA ナノエレクトロ

ニクス・ナノテクノロジーサマースクール、TIAナノグリーン・サマースクール、TIA-MEMSサマーセミナー、TIAパワ

ーエレクトロニクス・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、高エネルギー加速器セミナー、TIA ナノバ

イオサマースクール)への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に係る科目履修者数お

よび研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数を集計。 

 
 



 

 

(３)TIA2 期以降の主なモニタリング指標の推移 
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